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Ⅰ．米国経済 

【景気概況】 

・米国の 2012 年 4～6 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率 1.5％に低下した。自動車

購入が 1～3 月期に急増した反動で減少し、個人消費が鈍化したことが成長率低下の主

因であった。一方、設備投資と住宅投資は 5 期連続で増加し、輸出は 12 期連続で増加

した。政府支出は 57 年ぶりに 8 期連続減少し成長率の下押し要因となった。 

・最近の経済指標によると景気回復の勢いは鈍化しているが、住宅など一部に持ち直し

動きもみられる。家計部門では、6 月の実質個人消費は前月比 0.1％減少したが、7 月

の雇用者数は前月比 16 万人増加した。また、6 月の住宅着工件数は 76 万戸と、およ

そ 4 年ぶりの水準に回復した。 

・企業部門では、景況感を示す 7 月のＩＳＭ指数が、製造業で 49.8 と、景気判断の目安

となる 50 の水準を 2 ヶ月連続で下回った。一方、非製造業は 52.6 と、50 の水準を 31

ヶ月連続で上回った。また、設備投資動向を示す 6 月の資本財出荷（国防と航空機を

除くコアベース）は前月比 1.2％増加した。 

・ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）は 7 月 31 日、8 月 1 日にＦＯＭＣ（連邦公開市場委員

会）を開催し、ゼロ金利政策を少なくとも 2014 年終盤まで継続する可能性が高いとの

想定を据え置いた。会合後の声明文では、景気判断について、「今年前半はやや減速し

た」と下方修正した。また、「必要なら追加緩和措置を行う」と、従来より踏み込んだ

表現を示した。金融市場では 9 月に予定される次回会合で、追加の量的緩和策（ＱＥ

３）に踏み切るとの予想が広がっているが、追加緩和策の効果への疑問が指摘されて

いるほか、副作用の大きさも懸念されるため、ＦＲＢは、今後の経済指標を慎重に見

極める公算が大きい。 
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○米欧景気のデカップリング 

・ＦＲＢのバーナンキ議長は 7 月に開催された半期に一度の議会証言で、米国の財政不安と

欧州危機の 2 つを景気のリスク要因に指摘した。主要企業の決算でも、欧州の事業ウエイ

トが高い企業で収益の下ぶれが目立ち、欧州の混乱の影響が懸念されている。 

・しかし、代表的な景気指標である鉱工業生産をみると、増加傾向が続く米国と、減少傾向

で推移する欧州で対照的な動きを示し、米欧景気のデカップリングが鮮明になっている。 

・米国でも景気の減速傾向が目立つようになったが、それでも鉱工業生産が増加しているの

は、販売好調な自動車の生産増加が主因である。また、米国の輸出先で 1、2 位を占めるカ

ナダ、メキシコ景気が、資源高や海外企業の進出ブームを追い風に底堅いことから、輸出

も 12 四半期連続で増加しており、電子製品や産業機械などの輸出品の生産も堅調である。 

・今年の米国の新車販売は 1,400 万台半ば程度への回復が見込まれ、販売好調を受けてメー

カー各社はフル操業を続ける。ディーラーは強気の販売姿勢を崩しておらず、かりに販売

が頭打ちになっても、値下げや奨励金の積み増しなどで対処できる余地がある。回復の勢

いが鮮明になってきた住宅投資と新車販売の連動性も注目され、ウォール・ストリート・

ジャーナル紙は、住宅市場の底入れが新車販売に追い風になるとの記事を掲載した。この

ように新車販売の市場環境は良好であり、生産の増加傾向は今後も続く見通しである。 

・もちろん、ギリシャのユーロ離脱やスペイン、イタリア情勢の一段の悪化など、リーマン

危機に匹敵する事態が起きれば影響は避けられない。内閣府の分析によれば、南欧諸国の

デフォルトは、米国でＧＤＰ比 4.8％、日本で同 2.6％の信用収縮を発生させ、その分ＧＤ

Ｐが押し下げられる。もっとも、欧州の対応は後手に回り抜本解決には至らないまでも、

最悪の事態の回避には努めている。今後も欧州の混乱の影響を世界に拡散させないような

政策対応がとられれば、減速傾向が目立つ米国景気も底割れは回避できる見通しである。 
 

図表．米国と欧州の鉱工業生産 
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  景 気 経 済 指 標 2009 2010 2011 11/4Q 12/1Q 12/2Q 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7

全般 実質ＧＤＰ(前期比年率) -3.5 3.0 1.7 4.1 2.0 1.5 - - - - -

 個人消費（同） -1.9 2.0 2.2 2.0 2.4 1.5 - - - - -

 住宅投資（同） -22.2 -4.3 -1.4 12.0 20.6 9.8 - - - - -

ＩＳＭ製造業指数 46.4 57.3 55.2 52.4 53.3 52.7 53.4 54.8 53.5 49.7 49.8

ＩＳＭ非製造業指数 46.3 54.1 54.5 52.7 56.7 53.1 56.0 53.5 53.7 52.1 52.6

景気先行指数(CI） -12.8 7.6 5.2 0.5 1.1 0.5 0.2 -0.1 0.4 -0.3

企業収益（税引前） 7.5 26.8 7.3 6.7 -2.7 - - - - -

　　同　（前年比） 9.2 10.3 - - - - -

個人 実質可処分所得 -2.8 1.8 1.3 0.0 0.8 0.8 0.2 0.1 0.5 0.3

消費 消費者信頼感指数（1985=100） 45.2 54.5 58.1 53.6 67.5 65.3 69.5 68.7 64.4 62.7 65.9

需 ｺｱ小売売上高 -2.1 3.5 6.0 1.4 1.4 0.3 0.4 -0.1 0.1 -0.1

実質個人消費 -1.9 1.8 2.5 0.5 0.6 0.4 0.0 0.2 0.1 -0.1

自動車販売台数（年率､万台） 1,040 1,155 1,273 1,346 1,415 1,410 1,409 1,408 1,390 1,433 1,405

要 個人貯蓄率 4.7 5.1 4.2 3.4 3.6 4.0 3.6 3.6 4.0 4.4

消費者信用残高 -4.3 -1.1 4.0 1.7 1.5 0.5 0.4 0.7

設備 ｺｱ資本財出荷 -17.3 5.4 8.6 0.4 1.4 1.3 1.8 -1.5 1.1 1.2

サ 投資 ｺｱ資本財受注 -24.5 17.1 10.3 1.4 0.1 -0.8 -2.3 -1.5 2.7 -1.4

ＩＳＭ新規受注指数（製造業） 52.0 59.2 56.4 54.4 55.7 55.4 54.5 58.2 60.1 47.8 48.0

 　　 同    （非製造業） 48.0 56.9 56.4 53.8 59.8 54.1 58.8 53.5 55.5 53.3 54.3

イ 住宅 新設住宅着工戸数（年率､万戸） 55 59 61 68 71 74 71 75 71 76

投資 新築住宅販売（年率､万戸） 37 32 31 33 35 36 35 36 38 35

中古住宅販売（年率､万戸） 433 418 428 437 457 454 447 462 462 437

ド S&Pｹｰｽｼﾗｰ住宅価格指数（前年比） -12.9 2.1 -3.5 -3.8 -3.6 -2.9 -2.2 -1.0

輸出 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 -18.0 21.0 15.8 0.2 1.4 3.1 -1.4 0.3

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 -13.4 14.9 7.5 1.5 1.1 2.5 -1.5 1.0

ＩＳＭ輸出向け受注指数（製造業） 48.5 57.8 55.3 51.7 56.2 53.3 54.0 59.0 53.5 47.5 46.5

供 生産 鉱工業生産 -11.4 5.4 4.1 1.2 1.4 0.6 -0.5 0.8 -0.2 0.4

設備稼働率(％) 68.6 73.7 76.8 77.9 78.7 78.8 78.4 78.9 78.7 78.9

給 企業在庫率 1.38 1.28 1.26 1.26 1.26 1.26 1.26 1.27

非農業部門生産性 2.4 4.0 0.6 1.2 -0.9 - - - - -

サ 雇用 失業率(％) 9.3 9.6 9.0 8.7 8.3 8.2 8.2 8.1 8.2 8.2 8.3

雇用者増(非農業)(万人) -506 103 118 40 47 49 14 7 9 6 16

イ 　　同　（製造業）(万人) -138 11 17 1 1 4 4 1 1 1 3

　　同 （非製造業）(万人) -244 125 131 37 49 48 12 8 13 6 15

ド 輸入 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 -25.9 22.7 15.4 1.6 2.1 6.0 -1.8 -0.8

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 -15.7 14.7 6.2 1.5 0.7 5.0 -1.5 0.3

 国際収支 経常収支(億㌦) -3,819 -4,420 -4,659 -1,187 -1,373 - - - - -

貿易収支(BOP、億㌦) -3,792 -4,947 -5,599 -1,463 -1,510 -526 -506 -487

 物    価 生産者物価（最終財ｺｱ、前年比） 2.6 1.2 2.4 3.0 3.0 2.7 2.9 2.8 2.8 2.6

消費者物価（総合、前年比） -0.4 1.6 3.2 3.3 2.8 1.9 2.7 2.3 1.7 1.7

消費者物価（ｺｱ） 1.7 1.0 1.7 0.5 0.5 0.6 0.2 0.2 0.2 0.2

   同   （前年比） 2.2 2.2 2.3 2.3 2.3 2.3 2.2

個人消費支出ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（ｺｱ） 1.4 1.5 1.4 0.3 0.6 0.4 0.2 0.1 0.1 0.2

   同          （前年比） 1.7 1.9 1.8 2.0 1.9 1.8 1.8

単位労働コスト（非農業） -0.7 -2.0 1.6 -1.5 1.3 - - - -

平均時給 3.0 2.4 2.0 0.3 0.3 0.4 0.2 0.2 -0.1 0.3 0.1

   同   （前年比） 1.8 1.6 1.5 1.7 1.7 1.4 1.5 1.3

ＩＳＭ仕入価格指数（製造業） 48.3 68.9 65.2 44.5 59.3 48.5 61.0 61.0 47.5 37.0 39.5

 財    政 財政収支(億㌦) -14,157 -12,942 -12,968 -3,217 -4,572 -1,253 -1,982 591 -1,246 -597

 金    融 Ｍ２（前期比年率） 8.0 2.5 7.3 7.5 9.0 5.0 4.3 5.9 4.4 5.9

国際証券投資（ﾈｯﾄ、億㌦） 4,520 7,930 3,690 1,032 1,615 360 272 550

ＦＦレート（実効ﾚｰﾄ、％） 0.16 0.18 0.10 0.08 0.11 0.15 0.13 0.15 0.16 0.16 0.16

10年物国債利回り(平均、％) 3.26 3.21 2.79 2.05 2.04 1.83 2.17 2.05 1.80 1.62 1.53

ＮＹダウ指数（平均） 8,877 10,663 11,967 11,799 12,840 12,766 13,079 13,031 12,721 12,545 12,814

 市場ﾃﾞｰﾀ ドル実効レート(Broad，97.1=100) 105.7 101.9 97.2 99.6 98.9 100.6 98.7 99.0 100.7 102.2 101.3

ドル円レート（平均、円/ﾄﾞﾙ） 93.6 87.8 79.7 77.3 79.3 80.1 82.5 81.3 79.7 79.3 79.0

ユーロドルレート（平均、ﾄﾞﾙ/ﾕｰﾛ） 1.39 1.33 1.39 1.35 1.31 1.28 1.32 1.32 1.28 1.25 1.23

ＷＴＩ先物（期近物、平均、ﾄﾞﾙ） 61.8 79.5 95.1 94.1 102.9 93.5 106.2 103.3 94.7 82.4 87.9

ﾛｲﾀｰ・ｼﾞｪﾌﾘｰｽﾞCRB指数(1967=100) 246 279 334 310 315 289 316 304 290 272 295

(注1) 原則として数字は季節調整済前期比(％)。      
(注2) 10年債利回りはｺﾝｽﾀﾝﾄ･ﾏﾁｭﾘﾃｨｰ･ﾍﾞｰｽ(FRB)
(注3) 財政収支の年次は会計年度（前年10月～当年9月）

(注4) 米商務省、米労働省、ＦＲＢ、コンファレンス･ボード資料などより作成。

【米国の主要経済指標】 
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経済指標 09 10 11 11/Ⅳ 12/Ⅰ 12/Ⅱ 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7

実質ＧＤＰ　(上段：前期比) -1.3 0.1 - - - - -

　(下段：前年比) -4.4 1.9 1.5 0.7 0.0 - - - - -

総合景況指数（長期平均=100）* 80.2 100.5 101.0 93.6 94.1 91.1 94.5 92.9 90.5 89.9 87.9

消費者信頼感指数＊ -24.8 -14.2 -14.6 -20.6 -20.0 -19.7 -19.1 -19.9 -19.3 -19.8 -21.5

小売数量* 　（上段：指数） 100.5 101.5 100.9 100.1 100.2 100.3 98.9 99.8

　（下段：前年比） -2.5 0.9 -0.5 -1.4 -1.2 -0.1 -3.4 -0.8

新車登録 3.4 -8.2 -1.5 -3.3 -10.8 -8.1 -10.5 -8.5 -11.9 -3.8

建設業信頼感指数＊ -33.1 -28.8 -27.4 -27.4 -26.5 -28.6 -26.7 -27.5 -30.2 -28.1 -28.4

域外輸出金額 -17.9 20.1 13.1 9.1 8.6 4.5 5.9 5.6

鉱工業景況＊ -28.7 -4.7 0.1 -7.0 -6.6 -11.1 -7.1 -9.0 -11.4 -12.8 -15.0

鉱工業生産　（上段：指数） 90.5 97.1 100.6 99.4 99.0 99.2 98.2 98.9

　（下段：前年比） -14.9 7.3 3.6 -0.1 -1.5 -1.6 -2.4 -2.6

失業率(%)* 9.6 10.1 10.2 10.6 10.9 11.2 11.0 11.1 11.2 11.2

域外輸入金額 -20.5 21.6 13.9 6.3 3.8 0.5 -0.1 0.2

経常収支（10億euro） -16 -2 8 41 -4 10 2 -1

貿易収支（10億euro） 17 1 -12 14 0 7 4 7

生産者物価 -5.1 2.9 5.9 5.1 3.7 3.5 2.6 2.3

消費者物価 0.3 1.6 2.7 2.9 2.7 2.5 2.7 2.6 2.4 2.4 2.4

消費者物価（コア） 1.4 1.0 1.4 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M3) -0.2 1.7 2.0 2.9 2.9 2.9 2.8 3.0 3.0 3.3

3ヶ月物銀行間金利(%) 1.23 0.81 1.39 1.50 1.04 0.70 0.9 0.7 0.7 0.7 0.5

10年物国債金利(%) 4.03 3.79 4.31 4.20 3.65 3.44 3.3 3.4 3.5 3.4 3.3

株価（DJ Euro Stoxx) 234 266 256 222 244 224 251 235 222 216 226

為替相場（ドル/ユーロ） 1.39 1.33 1.39 1.35 1.31 1.28 1.32 1.32 1.28 1.25 1.23

名目実効相場 0.4 -7.0 -0.6 -2.1 -3.8 -8.0 -4.5 -7.1 -7.9 -8.9

短期レポ金利（期末値） 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 0.75

（ 出所） Dat ast r eam　 （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ユーロ圏の主要経済指標】
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Ⅱ．欧州経済 

１．ユーロ圏 

・ユーロ圏の 2012 年 1～3 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率 0.1％にとどまった。7

月の総合景況指数は 87.9 と 2年半ぶりの水準に低下し、景気の停滞色が広がっている。 

・ユーロ圏財務相会合は 20 日、スペインの銀行部門に 1,000 億ユーロを支援することを

決定した。スペインは 13 日、州財政支援のために 180 億ユーロの基金を設立し、20

日にはバレンシア州が支援要請方針を表明した。ギリシャでは 8 月 1 日、連立 3 党が

115 億ユーロの追加緊縮策で合意し、9 月からＥＵ等とのギリシャ支援をめぐる交渉が

本格化する。こうした中、独仏首脳は 27 日、ユーロ圏の維持に向けた声明を発表した。 

・ＥＣＢは 8 月 2 日の定例理事会で政策金利を過去最低の 0.75％に据え置いた。ドラギ

総裁は理事会後の会見で、南欧国債の買い取りに向け準備を進める方針を表明した。

国債買い取りの条件として、ＥＵ各国にＥＦＳＦを通じた国債買い取りを促したほか、

買い取り対象国がＥＦＳＦに支援要請を行うことを明示した。具体的な枠組みについ

ては、今後数週間以内に制度設計を行う方針を表明した。 
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＜グラフで見るユーロ圏景気＞ 
 

 (注） 消費者信頼感は、月次指標を四半期変換した値
(出所）Datastream
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09 10 11 11/Ⅳ 12/Ⅰ 12/Ⅱ 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） -0.7 2.1 - - - - -

（下段：前年比） -5.1 3.6 3.1 2.0 1.2 - - - - -

IFO企業景況指数 90.7 107.8 111.3 106.9 109.2 107.3 109.8 109.8 106.8 105.2 103.3

鉱工業生産* （上段：前期比） 93.5 103.5 111.4 -1.8 0.1 0.9 -2.0 1.5

（除く建設） （下段：前年比） -16.3 10.7 7.6 1.5 2.1 -0.7 -0.7 -6.6

製造業受注* -24.2 24.7 10.4 1.4 -3.2 0.3 -2.4 -4.4

国内* -22.0 18.6 10.3 1.8 -3.8 -2.3 -2.3 -13.0

海外* -26.1 30.0 10.5 0.9 -2.7 2.4 -2.4 3.4

建設* -0.1 0.2 13.5 14.6 -2.4 2.6 -0.2 2.2

建設業信頼感指数* -29 -20 -8 -8 -8 -10 -9 -10 -10 -10 -11

消費者信頼感指数* -25 -3 4 -3 0 -1 -1 -2 0 -1 -5

小売売上数量（除く自動車）* -2.8 1.4 1.1 1.3 -0.5 0.7 1.3 0.5 2.3 -0.7

新車登録 23.2 -23.4 8.8 3.0 1.3 0.2 3.4 2.9 -4.8 2.9

賃金（月給、全産業） 2.0 1.6 1.7 1.7 1.8 2.2 1.6 3.3

就業者数* 0.1 0.6 1.4 1.3 1.3 1.2 - - - - -

失業率(%)* 8.1 7.7 7.0 6.9 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8

旧西(%)* 6.9 6.6 6.0 5.8 5.8 5.8 5.8 5.9 5.8 5.8 5.9

旧東(%)* 13.0 12.0 11.3 11.1 10.8 10.6 10.7 10.7 10.6 10.6 10.5

輸出金額* -18.3 18.0 11.5 6.5 5.2 2.0 3.8 5.7

輸入金額* -17.5 19.6 13.3 7.9 4.2 3.2 -0.9 2.8

生産者物価（鉱工業） -4.2 1.7 5.7 4.8 3.3 2.1 3.3 2.4 2.1 1.6

消費者物価 0.4 1.1 2.3 2.4 2.1 1.9 2.1 2.1 1.9 1.7 1.7

10年物国債金利（%) 3.26 2.77 2.64 1.98 1.88 1.49 1.88 1.67 1.39 1.43 1.31

DAX株価指数 5,023 6,196 6,589 5,855 6,676 6,453 6,967 6,736 6,439 6,184 6,550

09 10 11 11/Ⅳ 12/Ⅰ 12/Ⅱ 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 0.2 0.1 - - - - -

（下段：前年比） -3.1 1.6 1.7 1.2 0.3 - - - - -

INSEE企業生産見通しDI*(%) -38 2 -4 -30 -26 -29 -18 -21 -30 -35 -45

鉱工業生産* （上段：指数） 86.6 90.6 92.8 92.1 91.7 91.3 92.6 90.8

（除く建設） （下段：前年比） -12.6 4.6 2.4 0.3 -1.5 -1.1 0.8 -3.5

建設業信頼感指数* -35 -29 -12 -14 -13 -17 -15 -15 -17 -19 -22

消費者信頼感指数* -28 -19 -22 -28 -25 -18 -22 -20 -16 -18 -25

小売売上数量* （上段：指数） 108.0 112.2 115.3 115.4 116.0 116.4 114.1 116.5

（下段：前年比） -0.3 3.9 2.8 1.5 0.9 1.7 -1.6 2.2

新車登録 12.3 -2.3 -2.1 -8.5 -21.6 -6.3 -23.2 -1.9 -16.2 -0.6 -7.0

家計工業品消費（除く自動車）* -0.3 1.7 1.6 0.3 -2.5 -0.8 -1.9 -2.3 0.3 -0.4

輸出金額* -17.3 12.7 8.9 7.5 5.5 3.1 7.0 7.8

輸入金額* -17.5 13.1 12.1 7.8 3.2 1.2 3.1 3.2

生産者物価（鉱工業中間財） -6.4 3.4 6.0 5.3 4.1 2.0 3.8 2.7 2.2 1.3

消費者物価 0.1 1.5 2.1 2.4 2.3 2.0 2.3 2.1 2.0 1.9

10年物国債金利(%) 3.62 3.10 3.29 3.19 2.99 2.78 2.85 2.99 2.76 2.57 2.28

CAC40株価指数 3,345 3,750 3,589 3,090 3,386 3,132 3,490 3,256 3,090 3,056 3,200

（ 出所） Dat ast ream   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ドイツの主要経済指標】

【フランスの主要経済指標】

＜ユーロ圏主要国の経済指標＞ 
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経済指標 09 10 11 11/Ⅳ 12/Ⅰ 12/Ⅱ 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7

実質ＧＤＰ (上段：前期比) -1.4 -1.3 -2.8 - - - - -

(下段：前年比) -4.0 1.8 0.8 0.6 -0.2 -0.8 - - - - -

CBI企業先行き見通し(%) -28 12 -8 -30 -25 22 - - - - -

企業収益（税引き前） -3.5 1.2 0.9 -3.6 -2.9 - - - - -

消費者信頼感指数＊ -18.4 -11.6 -21.4 -24.4 -21.7 -22.5 -22.2 -24.4 -21.8 -21.2 -18.3

小売売上＊ 0.3 -0.4 0.5 1.0 1.6 0.7 3.1 -1.6 2.1 1.6

新車登録 -6.4 1.8 -4.4 -1.8 0.9 4.8 1.8 3.3 7.9 3.5

新規建設工事受注＊ -14.0 1.3 -14.7 -17.6 -3.6 - - - - -

輸出 * -9.5 16.5 12.5 9.7 4.1 7.6 -2.6 1.2

CBI輸出受注評価 -45 -11 -8 -26 -13 -9 -11 -10 -12 -4 -9

製造業生産＊ -10.7 3.4

CBI能力以下操業割合 73 63 56 58 54 54 - - - - -

CBI最終品在庫水準評価 21 8 12 18 15 14 17 14 13 16 14

就業者数＊ -1.6 -0.5 0.2 0.9 1.7 - - - - -

失業率(%)* 4.6 4.5 4.7 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9

輸入輸入 * -10.2 17.1 9.6 5.5 5.2 7.1 5.3 0.6

経常収支（10億£） -18 -37 -29 -7 -11 - - - - -

貿易収支（10億£）* -83 -99 -100 -25 -25 -9 -10 -8

製造業生産者物価 1.6 4.2 5.6 5.4 3.9 2.8 3.7 3.3 2.9 2.3

消費者物価 2.1 3.3 4.5 4.7 3.5 2.8 3.5 3.0 2.8 2.4

ハリファクス住宅価格指数 -9.9 3.0 -2.5 -1.5 -0.8 -0.3 0.0 -0.3

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M4) 5.4 5.5 -3.2 -3.2 -4.5 -4.5 -4.5 -3.4 -3.4 -4.5

3ヶ月物銀行間金利(%) 1.23 0.74 0.88 1.03 1.08 1.01 1.05 1.05 1.02 0.95 0.91

10年物国債金利(%) 3.66 3.58 3.05 2.28 2.12 1.80 2.17 2.03 1.79 1.59 1.48

株価（FT100) 4569 5472 5685 5432 5818 5549 5875 5725 5470 5459 5636

為替相場（ドル/£） 1.57 1.55 1.60 1.58 1.60 1.62 1.58 1.60 1.59 1.56

実効相場(前年比） -11.5 -0.2 -0.6 -0.1 0.4 4.7 1.4 3.6 5.0 5.4

（ 出所） Dat ast r eam   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。
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【英国の主要経済指標】

消
費
・
投
資

２．英国 

・英国の 2012 年 1～3月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率－2.8％と 3期連続でマイナ

ス成長となった。エリザベス女王の即位 60 周年に伴う休日の増加が影響したほか、天

候不順の影響もあったとみられるが、そうした要因を考慮してもマイナス幅は大きく、

景気の低迷は予想以上に深刻化している。 

・6 月の小売売上高は前年比 1.6％増加したものの個人消費は勢いに欠ける動きが続いて

いる。一方、6 月の消費者物価上昇率は前年比 2.4％に低下し、ＢＯＥ（イングランド

銀行）の物価目標である 1～3％の範囲で推移した。 

・ＢＯＥは 8 月 1、2 日の金融政策委員会で政策金利を 0.5％、国債などの資産買い取り

枠を 3,750 億ポンドに据え置くことを決定した。ＧＤＰ成長率が予想以上に悪化した

ほか、インフレ率の低下によりインフレ懸念が後退しているものの、前回 7 月の会合

で資産買い取り枠の増額を決定したため、追加緩和策の効果を見極める必要があると

判断したとみられる。 
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